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A new distributed optimization method called DORAR has been proposed with the concept that each element in

a discrete system have being autonomous behavior only with its local information, and the whole system approaches to

the best condition as a result. The distributed optimization algorithm consists of two processes, the resource reduction

process and the resource addition process. The DORAR method has been successively applied for optimizing truss

structures. However, this method has not been applied to nonlinear optimization problems with many variables.

This paper describes the problem for applying with many variables, and proposed a new rule which is not affected

by the increase of the number of design variables, the termination criterion and the amount of the resource used

in resource addition processing. Also, this paper deal with constraints that have not been considered before. The

proposed algorithm is found to be effective for nonlinear optimization problems.
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多変数非線形最適化問題への資源追加削減法の適用

三 木 光 範・廣 安 知 之・小 栗 伸・池 田 大 樹

1. 緒 　　言

非線形最適化問題においては，伝統的に微分積分学

に基づくアプローチが大きな成果をあげてきた．特に，

最小化すべき目的関数を逐次２次近似して反復を行う

ことにより早い収束性をもたせるNewton法の概念と，
目的関数を単調に減少させる降下法の概念をいかにし

て両立させるかという点に力がそそがれ，その結果，

準Newton法，逐次２次計画法，一般化簡約勾配法な
ど，非常に優れた収束性をもつ手法が開発されている.
しかしながら近年，問題の複雑化，大規模化に伴い，

解を見いだすのに膨大な計算が必要になり，計算負荷

が高くなるという問題が生じてきている．現在ではそ

れらの問題に対してアルゴリズムの改良のみならず，

既存の逐次的アルゴリズムの並列化，並列処理に適し

た新しい最適化アルゴリズムの開発などが課題となっ

ている 1)．このような観点から，三木により提案され

た資源追加削減法 2)（以下 DORAR法）は，並列計
算機のための分散最適化コードであり，各要素でその

設計変数である資源に余裕があれば削減し，その後微

少資源を追加するというプロセスを繰り返すことで最

適解を得るという，並列処理に適した新しい最適化手

法である．現在のところ電気回路最適化問題，トラス
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構造物最適化問題 2,3,5,6) といった資源最小化問題に

対してその有効性が確認されているものの，対象問題

は比較的小規模な問題に限定されていた．

本研究では，資源追加削減法を多変数の非線形最適

化問題に適用し，設計変数の増加に伴う問題点を提示

する．従来のアルゴリズムでは資源追加処理において

設計変数の数に関わらず一定量を微少追加資源量とし

て付加していたが，設計変数の増加に伴う解の発散が

見られた．そこで，設計変数の増加に影響を受けない

微少追加資源の決定方法，および終了条件を提案し，

資源追加削減法のアルゴリズムに改良を加える.また，
従来，資源追加削減法では対象問題を資源最小化問題

に限定してきたため，制約条件として下限値を与える

もののみを対象とし，制約として上限値を与えるもの

は考慮されていなかった．そこで，これらの制約条件

についても検討し，新な資源余裕の評価方法を提示す

る．これらの改良を加えた資源追加削減法を多変数の

非線形最適化問題に適用し，数値実験を行た結果，設

計変数の増加に影響を受けることなく良好な解を得る

ことができた．このことからも，改良したアルゴリズ

ムは資源追加削減法を多変数の問題に適用する上で有

効であるといえる．

2. 資源追加削減法の概略

2.1 対象問題

資源追加削減法は対象とする問題を離散的な要素の

最適化問題である資源最小化問題に限定する．各要素

は資源を有し，その関数として種々の機能が実現され

る．目的はシステム全体の資源の最小化であり，それ

は各要素の資源の和で表される．システムには要求さ

れる機能が制約条件として課せられている．それらは

複数の局所的制約条件と複数の全体制約条件である．

これらの資源最小化問題は以下のように定式化できる．

Minimize R =
n∑

i=1

Ri (1)

Subject gik ≤ 0 (i = 1,…, n；k = 1,…, ni)

Gj ≤ 0 (j = 1,…, m)

ここで，Rはシステムの全資源，Ri は要素 iの資
源，nは要素数，gikは要素 iの k番目の局所制約，Gj

は j番目の全体制約である．そしてこの問題を分散的
に解く．つまり，システムの各要素がそれ自身に関係

する情報と局所的なルールを基にして，それ自身の資

源を変化させる．このプロセスの繰り返しによりシス

テム全体の最適化を達成する．要素 iが局所的に利用
できる情報は式 (2)で表される．

gik (k = 1,…, ni)

Gj (j = 1,…, m) (2)
∂gik

∂Ri
,
∂Gj

∂Ri

ここで Rik , Gj , ∂gik/∂Ri，∂Gj/∂Riはそれぞれの

要素の局所制約，システムの全体制約，およびそれら

の制約のその資源 Riに関する感度情報である．ここ

で感度が高い要素とは，その制約条件に対する影響が

大きいことを意味し，システムの中でその制約条件を

満たすために必要度が高いことを意味する．このよう

に資源追加削減法では対象問題を式 (1)のような資源
最小化問題に変換し，最適化を行う．実際多くの最適

化問題はこうした問題に書き換えられる．離散構造物

の最小重量問題や最小コスト問題も設計変数を変換す

れば、ここに示した資源最小化問題に変換できる場合

が多い．

2.2 資源追加削減法のアルゴリズム

資源追加削減法の最適化の原理は単純で，各要素は

その設計変数である資源に余裕があれば削減し，その

後,微少資源を追加するというものである．以下にア
ルゴリズムを示す．

1) 各要素はその要素に関する制約条件を基にその要
素の資源余裕を評価する．要素の資源を Riとすると，

要素 iの k番目の局所制約条件 gikに関する資源余裕

は式 (3)で与えられる.

Rgik

mi =
gik(
∂gik

∂Ri

) (3)

2)各要素がシステムに与えられた全体制約条件に関す
る資源余裕を見積もる．資源 Riの j番目の全体制約
条件 Gに関する資源余裕は式 (4)で与えられる．

R
Gj

mi = α
Gj(
∂Gj

∂Ri

) (4)

αは責任係数と呼ばれる係数で，全体制約条件を達成

するための，要素の責任の重要さ，つまり全体制約に

対する要素の重要さを表している．一般的には，要素

数の逆数 (1/n)を用いる．
3)各要素における局所資源余裕と全体資源余裕の最小
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値をその要素の臨界資源余裕とし，各要素は臨界資源

余裕を削減する．要素 iの臨界資源余裕は式 (5)で表
すことができる．この処理を資源削減処理と呼ぶ．

R
(k)
mi = Min(Rgik

mi , R
Gj

mi) (5)

4)各要素に一定の微少資源を追加する．(この処理を
資源追加処理と呼ぶ)この微少追加資源量∆Rは次式

により決定される．

∆R = radd ×
n∑

i=1

Ri (6)

radd(微少追加資源割合)とは追加する資源量の総資源
に対する割合であり，資源追加削減法における唯一の

パラメータである．

5)手順 (1)から (3)を繰り返すことによって最適解を
得る．

このように，資源追加削減法では資源削減量は式 (4)
より，微少資源追加量は式 (6)より決定される．ここ
で，総資源量は要素数によって増加することから，資

源追加量は要素数に比例するといえる．そのため，要

素数が増えると資源削減量は減少し，微少資源追加量

が増加するため，解が発散する可能性もある．従来，

資源追加削減法は比較的小規模な問題に適用されて

いたため，このような問題については考慮されていな

かった．そこで，本研究では特にこの問題に着目し多

変数の問題に資源追加削減法を適用し，これらの問題

を検討する．また，終了条件については，三木 3)によ

る論文では特に考慮されていなかった．ここでは，あ

る設計点から 1ステップ後の設計点における目的関数
値の差を計算し，その値が一定値以下となった時を終

了と考えることとする．

3. 非線形最適化問題への適用

3.1 対象とする問題

本研究では，資源追加削減法を多変数の問題に適用

することを目的としている．そこで対象問題として，

式（7）に示す非線形最適化問題を考える．

Minimize R = R1 + R2 +…Rn

Subject
√

R1 +

√
R2

2
+… +

√
Rn

n
≥ 0(7)

R1 ≥ 0,…, Rn ≥ 0

この問題における nは設計変数の数であり，容易に
設計変数の数を変更できる．この問題に資源追加削減

法を適用し設計変数の増加に伴って生じるさまざまな

問題点を検証する．また，必要であればアルゴリズム

に変更を加える．Fig. 1に n=2における対象問題を
示す．
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Fig. 1 Nonlinear problem (n=2).

3.2 微少追加資源量の決定方法

資源追加削減法では資源削減処理の後，各要素に一

定の微少な資源 (以下∆R)を追加する資源追加処理を
行う．この微少追加資源量∆Rは式 (6)より求めるこ
とができる．このように微少追加資源量は raddによっ

て決定される．つまり raddを大きくするほど微少追

加資源量も大きくなる．ここでは，設計変数が増加し

た場合微少追加資源量をどのような値に設定するのが

望ましいか検討する．Fig. 2では設計変数の数を 10
に設定し，微少追加資源量の大きさを変化させ，微少

追加資源量が解の精度，計算回数にどのように影響す

るかを調べる．
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Fig. 2 Relation between little addition resource
and the convergence situation.
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Table 1 Optimal solution when changing the number of the design variables and the size of ∆R.
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また，設計変数の数と微少追加資源量の大きさを変

化させたときの DORAR法で得られる解と，最適解
の比較を Table 1に示す．なお，最適解は非線形最適
化問題を解く場合，世界的に標準とされている Van-
derplaats Research & Development社のDOTより得
られた解を用いる．

まず，設計変数の数を 10に設定した場合について
考察する．raddを 10−2に設定した場合，つまり微少

追加資源量が大きいと，計算回数は少ないが，解の精

度が著しく悪いことが分かる．また，raddを 10−4と

微少追加資源量を小さくした場合は，解の精度は向上

するものの，計算回数が増加してしまう．このことか

らも，設計変数の数を 10に設定した場合，raddの値

は 10−3が理想的であると考えられる．

従来の資源追加削減法による最適化においても，微

少追加資源量は総資源量の 0.1％，つまり raddの値は

10−3と設定されていた．しかし，raddを 10−3に設定

した場合，設計変数の数が 30を越えると著しく解の
精度が劣化し，さらに設計変数の数が増加すると，初

期点によっては Table 1に示すように発散する可能性
も生じる．そのため，設計変数が 30を越えると，そ
れに伴い raddの値はさらに低く設定する必要がある．

設計変数 30においては raddの値は 10−4の方が好ま

しいと考えられる．このように従来の微少追加資源量

の決定は，設計変数の数の増加に応じて，微少追加資

源量の値を下げる必要があり，ある程度の試行が必要

となってくる．

また Table 1から，従来の手法では設計変数増加に
伴う解の精度の低下，計算回数の増加といった問題点

が確認できる．そこで次節ではこれらの設計変数増加

に伴う問題点について検証する．

3.3 設計変数の増加に伴う問題点

ここでは 3.2節で論じた，設計変数の増加による解
の精度の低下，および発散について検討する．まず，

解の精度の低下について，その要因として挙げられる

のは終了条件である．従来，資源追加削減法では，終

了条件は特に考慮されていなかった．そこで本研究で

は終了条件を各ステップごとの目的関数値の差が一定

値以下とした．そのため収束解を得る前に終了した可

能性がある．詳しくは 4.1節で検討する．
次に解の発散について検討する．この原因としては，

資源追加処理における微少追加資源量が考えられる．

そこで，設計変数 100における総資源量の推移を見る．
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Fig. 3 The change of the total resource when using

the conventional addition resource rule.
Fig. 3から資源削減処理で削減される以上に資源追

加処理で追加され，その結果，徐々に総資源量が増加

し発散していることが確認できる．このことから，設

計変数の増加に伴う発散は，資源削減量が設計変数の

数の増加により減少するのに対し，微少追加資源量は

設計変数の数に関わらず一律的に決定することが発散

の原因であると考えられる．次節では，これら設計変

数の増加に伴う問題点を改善するために，新たな微少

資源追加量，終了条件の決定方法について検討する．
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4. 設計変数の増加に伴う問題点への対策

4.1 設計変数の増加に影響を受けない終了条件の検討

前節で述べた設計変数の増加に伴う解の精度の低

下を改善するために，改めて終了条件 (Termination
criterion)について検討する．本論文では終了条件と
して次のような 3つの方法を設定した．終了条件 1は
式 (9)に示すように目的関数の値の変化率が 10−5 以

下とした．終了条件 2,3はそれぞれ目的関数の変化量
が 10−5 以下，各資源の変化量が 10−5 以下とし，式

(10),式 (11)で表すことができる．なお，Ri(j)は j番
ステップの i番目の資源量である．

∑n
i=1(Ri(j+1) − Ri(j))∑n

i=1 Ri(j+1)
≤ 10−5 (8)

n∑
i=1

(Ri(j+1) − Ri(j)) ≤ 10−5 (9)

Ri(j+1) − Ri(j) ≤ 10−5 (10)

対象問題は式 (7)とし，設計変数の数を変化させ解の
精度，計算回数を比較する.それぞれの終了条件と計
算回数の関係を Fig. 4に,終了条件と解の精度の関係
を Fig. 5に示す．

Fig. 4,5からも，終了条件 1は設計変数が増加して
も計算回数はほぼ一定だが，解の精度は著しく劣化し

ていることが分かる．これは，設計変数が増加すると，

良好な最適解に収束する前に終了しているためだと考

えられる．また終了条件 2は，設計変数の増加に伴い
計算回数は増加するものの，逆に解の精度は上がって

いる．そこで，まず終了条件 2について検討する．終
了条件 2は式 (10)で表される．式からも分かるよう
に設計変数の数 nが増えると，各資源の和である目的
関数の値が大きくなるのに対し，終了条件は常に目的

関数の値の変化量が一定値以下となっている．そのた

め設計変数が増加するほど終了条件は厳しくなり，結

果的により良好な解に収束している．このように，終

了条件 1，2は設計変数の増加に大きな影響を受けて
いる．一方，終了条件 3は終了条件 1，2に比べ計算
回数も少なく，解の精度も良い．これは式 (11)からも
分かるように終了条件 3には設計変数の数は影響して
いないため設計変数が増加しても解の精度，計算回数

も他の条件ほど影響を受けてないと考えることができ

る．これらのことからも，提案した 3つの終了条件の
中で終了条件 3がもっとも設計変数に影響されにくい
終了条件であると言える．
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Fig. 4 Relation between number of variable and

iteration.
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Fig. 5 Relation between number of variable and

accuracy of solution.

4.2 設計変数の増加に影響を受けない微少追加資源

量の提案

3.2節で述べた設計変数の増加に伴う発散を改善す
るため，新たな微少追加資源量の決定方法について検

討する．従来の資源追加削減法のアルゴリズムでは，

資源削減量は資源余裕・(1/n)，資源追加量は総資源
量・raddから決定されていた．この場合，各要素にお

ける資源削減量は設計変数 nの増加に伴い減少する．
一方，微少追加資源量は設計変数の増加に伴い，それ

自身も増加してしまう．これは設計変数が増加すると

総資源量も増加するためである．このように従来の方

法では設計変数の増加に伴い，資源削減量は減少，資

源追加量は増加する．その結果，raddの値によっては

常に資源削減量より追加量が大きくなり発散してしま

う．このような問題点は，従来の資源追加削減法のア

ルゴリズムが設計変数の増加に伴って生じる問題点を

考慮しなかったためである．そこで新たな radd 設定

方法を提案する．
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Rule1 ∆R = radd ×
n∑

i=1

Ri (11)

Rule2 ∆R =
1
n
× radd ×

n∑
i=1

Ri (12)

Rule3 ∆R =
1
n2

× radd ×
n∑

i=1

Ri (13)

従来の微少追加資源量は Rule 1によって与えられて
いた．新たに提案する方法は，Rule 2と Rule 3であ
る．Rule 2は設計変数の影響を受けないように，従来
の方法に設計変数の数である nの逆数を掛けている．
ここでの (1/n)・

∑n
i=1 Riは各資源の平均であり，こ

れはほぼ各要素の資源量である．
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Fig. 6 Estimation way of resource margin.

これをFig. 6のような要素数 2の資源平面で考える．
要素 iにおいて設計点P1の資源余裕は P1-Qb，資源量

は P1-Qaとなる．ここでの P1-Qaは総資源量の平均値

と考えることが出来る．つまりRule 2では，資源削減
量は P1-Qb・(1/n)，資源追加量は P1-Qa・raddより決

定される．その結果，従来の方法に比べ設計変数の増

加に伴う発散の可能性を減少させることが期待される．

しかしながら，Rule 2の方法を用いても (1/n)< radd

においては，資源削減量より資源追加量が大きくなり

発散する可能性がある．そのため常に raddの値は，設

計変数の数の逆数値 (1/n)よりも低く設定する必要が
ある．そこで Rule 3では資源削減量と同じく，資源
量 (P1-Qa)に設計変数の数の逆数値 (1/n)を掛け，そ
の値に微少追加資源割合である raddを掛ける．こう

することで設計変数が増加しても，資源削減量より資

源追加量が大きくなることはなくなり，設計変数の増

加に伴う発散を防ぐことが期待できる．

4.3 最適化の結果

新たな radd設定方法を式 (7)の問題に適用する．終
了条件は 4.1節で提案した終了条件 3を用いる．ここ
では，設計変数 50，100，500の問題に新ルールを適
用した．設計変数 500において，各ルールと総資源量
の比較を Fig. 7に，解の精度の比較を Fig. 8に示す．

設計変数 50においては，どの Ruleにおいても総資
源量は緩やかに減少したが，設計変数の数が 100を越
えると Rule1では発散した．一方，Fig. 7のように
Rule 3では，500変数においても発散することなく収
束している．これは，Rule 3が資源削減量，追加量と
も設計変数の数に影響を受けないためである．
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Fig. 7 Change of total resource when using a

proposed addition resource rule.
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Fig. 8 Accuracy of solution when using a proposed

addition resource rule.

また，Fig. 8のように Rule 3では設計変数が増加
しても解の精度がほぼ一定である．これは終了条件を

4章 1節で提案した終了条件 3を用いたためだと考え
られる．これらの結果からも 4.1節で提案した終了条
件は設計変数の増加に伴う解の精度の低下を改善し，

4.2節で提案した微少追加資源決定方法であるRule 3
は設計変数の増加に伴う発散を改善したといえる．
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5. 制約条件の分類方法の提案

5.1 上限制約と下限制約

資源追加削減法は，対象問題を資源最小化問題に限

定してきたため，制約条件として下限値を与えるもの

(以下，下限制約と呼ぶ)のみを対象とし，制約として
上限値を与えるもの (以下，上限制約と呼ぶ)は考慮
されていなかった．そこで，下限制約，上限制約の 2
種類の制約条件を含む問題の場合，下限制約条件のみ

を用いて最適化を行う．その後，得られた解が上限制

約を満足しているかの検証を行い，得られた解が上限

制約を満たしていれば，その解は最適解であるといえ

る．ところが得られた解が上限制約を満たさない場合

は，上限制約も考慮する必要がある．しかし，制約と

して上限値を与える上限制約に対する資源余裕は，削

減するだけでは良好な解への収束は期待できない．そ

こで上限制約は下限制約とは異なる資源の見積もり方

をする必要がある．そのためにも，まず制約条件を下

限制約，上限制約と分類する．ここでは，制約条件の

分類方法について検討する．
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Fig. 9 The way of classifying constraints.

Fig. 9のような要素数 2の資源平面を考える．現
在の設計点は P1，制約条件は G1,G2の 2制約とする．
要素R1方向において制約条件G1は下限値を与え，制

約条件G2は上限値を与える．また，要素R2方向にお

いても制約条件 G1は下限値を与え，制約条件 G2は

上限値を与える．このような場合G1は下限制約，G2

は上限制約と分類することが可能である．

しかし，Fig. 9のように制約条件を完全に分類する
ことが出来る場合は限られており，一般的には，制約

条件は各要素方向で上限制約にも下限制約制約にもな

る．このような場合，制約条件を完全に分類すること

ができない．

そこで，Fig. 10，Fig. 11に各要素ごとに制約条件
を判別する方法を示す．Fig. 10での設計点は P1，P2

で，制約条件は G1とする．ここで，資源 Ri 軸方向

における制約条件G1の判別を行う．P1のように設計

点が制約条件内にあり，かつ制約条件 G1と P1を通

るRi軸方向の線分との交点Qaが P1より小さいい場

合，制約条件 G1は資源 Ri 軸方向において下限制約

である．また P2のように設計点が制約条件外にあり，

かつ制約条件G1と P2を通るRi軸方向の線分との交

点Qbが P2より大きい場合，制約条件G1は下限制約

と判別できる．
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次に Fig. 11のような資源平面を考える．ここで，
資源Ri軸方向における制約条件G2の判別を行う．P3

のように設計点が制約条件内にあり，かつ制約条件G2

と P3を通る Ri 軸方向の線分との交点 Qcが P3より
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大きい場合，制約条件 G2は資源 Ri軸方向において
上限制約である．また P4のように設計点が制約条件

外にあり，かつ制約条件G2と P4を通るRi軸方向の

線分との交点Qdが P4より小さい場合，制約条件G2

は上限制約と判別できる．この方法を用いることで各

要素方向において，制約条件を下限制約，上限制約と

分類することができる．ここで重要なことは各要素に

おいて制約条件を分類したことで，この分類により従

来扱うことのなかった制約条件を扱うことが可能とな

ることもある．

5.2 資源余裕の評価方法の改良

前節で検討した制約条件の分類を行うことにより，

各要素で下限制約の臨界資源余裕，上限制約に対する

臨界資源余裕を求めることは可能となる．しかし，従

来の資源削減処理は下限制約を対象としていたために，

上限制約に対しては，新たな資源余裕の評価方法を考

える必要がある．そこで Fig. 12に下限制約と上限制
約に対する，設計点 1-6における資源余裕の評価方法
を示す．Ru，Rlはそれぞれ上限制約，下限制約に関

する資源余裕である．
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Fig. 12 Estimation way of the resource margin to
each constraint.

Fig. 12の設計点 1-3に対する資源余裕の評価方法
から考える．初期点 1については，上限制約に対する
資源余裕 Ruは過多であり，下限制約に対する資源余

裕は Rlとなる．この場合，下限制約に対しては余裕

があるが，上限制約は満たされておらず，全ての制約

条件を満足する方向は資源削減の方向である．よって

臨界資源余裕を (Ru+Rl)/2とし，資源削減処理にお
いてそれを削減する．この処理により，設計点 1を可
能領域内に落とすことができる．次に設計点 2につい
て考える．下限制約条件については Rlが資源余裕と

なる．このとき，設計点は可能領域内であるため，上

限，下限制約ともに満たされている．よって，臨界資

源余裕は Rlとし，資源削減処理においてそれを削減

する．一方，設計点 3の場合，上限制約は満たされて
いるが，下限制約に関しては資源不足である．この場

合は，設計点 2と同様，上限制約は満たされているの
で考慮する必要はなく，下限制約に対しては従来のよ

うに資源余裕を評価し，資源削減処理においてそれを

削減する．設計点 4-6については，各資源の軸上に可
能領域が存在しないため，資源削減処理は行わない．

よって，このような場合，資源余裕は 0とし，資源追
加処理のみを行う．

しかし，ここですべての資源軸方向において可能領

域が存在しない場合，資源削減処理は行われない．こ

のような場合，設計点が資源追加処理によって，軸上

に可能領域が存在する点へ推移しない限り，資源削減

処理は行われず，資源追加処理だけが行われることに

なる．その結果，総資源量は増加し続け，発散する可

能性がある．そこで，すべての要素で資源余裕が評価

できない場合，設計点の軸上に可能領域が存在するよ

うな処理を加える必要がある．ここでは，その処理と

して全資源量を半減させるという，発散資源削減処理

を提案する．また，発散資源削減処理が行われたステッ

プでは，資源追加処理，資源追加処理は行わない．

Table 2 Estimation way of the resource margin to
constraint to the upper limit.

7

Design point Resource Margin

　１　　１　　１　　１　RU>0, RL>0, RU<RL （（（（RU + RL））））/2

　２　　２　　２　　２　RU<0, RL>0 RL

　３　　３　　３　　３　RU<0, RL<0, RU<RL RL

　４　　４　　４　　４　RU>0, RL>0, RU>RL 0
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Ri

Rj

RRLL

RRUU

RRUU

RRUU
RRLL
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１１１１

２２２２

３３３３

4 5 6

以上より，各設計点における資源余裕の評価方法は

Table 2の通りである．各資源方向で下限制約，上限
制約に対し Table2に示す資源余裕の評価方法を適用
することで，従来考慮されなかった上限制約を扱うこ

とが可能となる．

5.3 上限制約を含む問題への適用

これまで検討してきた制約条件の判別方法，上限制

約に対する資源余裕の評価方法の有効性を検証するた

めに，実際に上限制約を含む問題に適用する．対象問

題は式 (15)に示される最適化問題とする．目的関数
は各要素の資源量の和となり，与えられた制約条件を
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満足し，総資源量を最小化する資源分布が最適解であ

る．ここで nは設計変数の数となる．

Minimize R1 + R2 (14)

Subject
√

R1 +

√
R2

2
≥ 10

R2 − R2
1 ≥ 0

R1 ≥ 0, R2 ≥ 0

R1 ≤ 100, R2 ≤ 200

式 (15)の問題において，制約条件 G1 は資源 R1，

R2に対して下限制約であるが，制約条件 G2 は資源

R1 に対しては上限制約，資源 R2 に対しては下限制

約である．この問題における初期点 Pからの収束状況
を Fig. 13に示す．
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Fig. 13 Change of the design point.

Fig. 13のように上限制約を含む問題においても，
設計点を可能領域外から可能領域内に落とすことが可

能となった．しかし，可能領域内で一旦は収束するも

のの最適解近傍で振動してしまう．これは，微少追加

資源量の追加処理により可能領域外にでてしまうため

だと考えられる．この場合，資源削減処理で再び可能

領域内に入るが，1ステップ前に比べ最適解から離れ
る．そのため，再び資源追加処理，資源削減処理を行

うが，この繰り返しとなり，終了条件を満たすことが

ないため解の近傍で振動する．

この問題を改善するために，設計点が一度可能領域

内に入った場合，資源追加処理では可能領域外にでな

いように，また，資源追加後の設計点が可能領域外に

でた場合，∆Rの低減処理を行い再び微少資源を追加

する処理を加える．この処理を繰り返すことで解の

近傍での振動を改善できると考えられる．そこで，式

(15)の問題にこの処理を加えた資源追加削減法を適用
した．その結果，任意の設計点から発散することなく

収束解を得ることができた．

次に，設計変数の数を 5,10,15,…,30と設定し，そ
れぞれの問題に改良を加えた資源追加削減法を適用す

る．Fig. 14に，資源追加削減法で得られた解の精度
と，計算回数を示す．Fig. 14のように，設計変数が
増加しても振動することなく解を得ている．また，設

計変数の数が増加しても，著しい解の劣化，計算回数

の増加はほとんど見られない．このことからも，制約

条件の判別，上限制約に対する資源余裕見積もり方法，

一度可能領域内に落ちた設計点が，資源追加処理にお

いて可能領域外にでないようにする，∆Rの低減処理

は有効であるといえる．これらの方法を用いることで，

従来考慮されなかった上限制約も，資源追加削減法で

扱うことが可能となる．
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Fig. 14 The adaptation to the problem to contain
an upper limit constraint.

6. 結 　　論

本論文では，資源追加削減法を多変数の非線形最適

化問題に適用し，設計変数の増加に伴う問題点を提示

した．これらの問題に対しては，資源追加量決定方法

の改良を行い，その結果，良好な収束解を得ることが

できた．また，従来考慮されていなかった上限制約条

件についても検討し，新たな資源余裕の評価方法，そ

れに伴う資源削減処理の改良を行うことで，上限制約

条件を含む問題についても資源追加削減法の適用が可

能となった．得られた結論は以下の通りである．

1)本論文では多変数の非線形最適化問題に適用し，設
計変数の増加に伴う計算回数の増加，解の精度の低下，

収束解の発散などの問題点を提示した．

2)従来，考慮されていなかった終了条件について検討
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し，設計変数増加に影響を受けない終了条件を提案し

た．この終了条件により，より良好な解への収束が可

能となった．

3) 従来の資源追加削減法では，発散する可能性があ
る．これは，設計変数の増加に伴い，資源追加処理に

おける微少追加資源量が増加するのに対し，資源削減

量は減少するためである．

4)新たに，設計変数の増加に影響を受けない資源追加
量の設定方法を提案した．この処理を行った結果，多

変数の問題においても発散することなく良好な解へ収

束した．

5)資源追加削減法では上限制約は特に考慮されていな
かったが，制約条件を各資源で分類し，それぞれ資源

余裕を評価することで上限制約の扱いを可能とした．

6) 上限制約のある問題において，最適解近傍で振動
してしまう場合があった．そこで，一度可能領域内に

落ちた設計点が再び可能領域外にでないよう，新たな

∆Rの低減処理を行った．その結果，良好な最適解へ

の収束を実現できた．
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